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新 BGB 第569a 条を詳細に観察すると，第一文は，BGB 第543条第２項第１文第３号の
即時解約（中途解約）の規定をもとに，賃料二ヶ月分相当の敷金を滞納したことを理由と
して，新たに解約理由を創設するに至った。第三文は，催告が不要であるということを明
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行遅滞の場合に新 BGB 第569条第２ａ項は適用されない。新 BGB 第569条第２ａ項の現
金払い敷金を扱う場合の新たな規制は，新しい解約の要件とその目的の体系的な役割分担
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を，賃貸借関係に適用すべきか否かについて争いがある。BGB 第543条や BGB 第569条の





留保は一切行われず，適用される（37）。賃貸借関係においては，BGB 第543条および BGB 第
569条に基づいて，BGB 第314条第１項ならびに同条第２項の適用は排除されている。
BGB 第543条ならびに BGB 第569条は，重大な理由と，告知期間，催告などについて固有
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54─　 ─
金の規定を整備するべく，1983年の規定の明文化以降も，判例の積み重ねを反映させ，法
の欠缺を補う努力をすすめてきた。今回の改正は今まで空白となっていた箇所を新たに補
う重要な改正であったと評価できよう。敷金の滞納は重大な義務違反であり，即時解約
（中途解約）の原因となる。そして，その解約にあたっては，催告も利益衡量も行われない。
この視点のみをもってすれば，賃貸人に一方的に有利となる改正であると評価されよう。
しかしながら，敷金をめぐる解釈に更なる明確性を与えている点を良く検討しなければな
らない。2000年頃より続いている，民法の現代化の中で，要件効果を明確化する動きは一
定の評価に値するのではないだろうか。その流れの中に，今回の改正を位置づけるならば，
賃借人にとっても，即時解約（中途解約）の要件が明確に理解され，敷金の運用にあたっ
て不透明な扱いが払拭された点，決して不利益ばかりではないと考えられる。
今回の，新 BGB 第569条第２ａ項が導入された結果，敷金の不払いは重大な債務不履
行であり，即時解約（中途解約）の要件となることが明示された。それに加えて，敷金の
不払いとは，分割払いを採用した際に，二期分の敷金を滞納したことを指すと，不払いの
程度も明確に示された。そして，第二期，第三期の分割敷金の支払時期はそれぞれ，賃料
の支払い時期と同じであると，分割敷金の支払い時期についても明確な規準が提示され
た。この結果，賃借人はいつまでにいくらの敷金を支払うことが必要か理解できるように
なり，その行動をもって，賃貸借関係を継続させる意思表示を行うことができるように
なった。敷金の不払いは重大な債務不履行であり，即時解約（中途解約）の原因となると
規定することは，一見すると賃貸人にとって有利となる扱いを認めたように見受けられる
が，重大な債務不履行と評価されるには，信頼関係の破壊，もしくは背信的行為といった，
賃貸借関係において長く言い表されている解釈の延長に存在している。ただ一つの事実を
もって，重大な債務不履行とはされないわけである。この重大な債務不履行の要件を具体
的に示す中で，敷金の法的意義の再確認と，さらには，これらの信頼関係や背信的行為と
いった解釈が実際どのように固まりつつあるかを同時に見ることができる。いずれにせ
よ，当事者が賃貸借関係を継続する意思があるか否か，賃貸借関係の継続性を予見できる
か否かという点に向けられて，今後も規定の整備が進められると考察できる。今回の2013
年の賃貸借法改正は，環境保護や明渡手続きの簡素化など，賃貸借法の現代的意義が問わ
れた改正であった。その中で，敷金についても，現代的な意義が問われ，その結果，当事
者の予見可能性に資するような改正が行われた。現代化を既存の保護の撤廃とひとくくり
に批判するのではなく，丁寧に扱い，現代化の中で当事者はどのように行動すべきか，熟
考すべきであろう。
（受理日：平成26年７月28日）
（校了日：平成26年９月10日）
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〔抄　録〕
2013年のドイツ賃貸借法改正において，環境保護のための賃借人の受忍義務および賃貸
住居明渡請求の簡素化とならんで，敷金の不払いが重大な債務不履行にあたると明文化さ
れた。一見すると，賃貸人の利益となる改正であるように見受けられるが，賃貸借法が現
代化の流れの中で，変貌を遂げている中，この敷金の扱いに関する新 BGB 第569条第２
ａ項は，賃貸借契約の当事者に予見可能性を与える重要な改正であると評価できる。1983
年の旧 BGB 第550ｂ条の制定以降，敷金に関する規定の整備に多くの労力が費やされ，
様々な判例学説が，敷金制度の適正な運用のために力を尽くしてきた。その集大成ともい
える今回の改正は，賃借人にとっても，何をもって重大な債務不履行と評価されるかを明
確に示す重要な規準を与えた。敷金の不払い，滞納額が敷金全体の三分の二をもって重大
な債務不履行にあたる，という規準は，信頼関係の破壊に至る当事者の行態に明確な規準
を提供している。今回の改正を通じて，敷金をめぐる紛争がさらに迅速に解決されるよう
になることが予想される。

